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そうした連携会数にも一定の制限が生じている（西尾ら , 2009)。 
 
第 2章 先行研究の検討と研究目的 
保幼小間での連携を前提とした就学支援に対して、その在り方の検討や手法の拡大が求
められている。では、これまでどのような研究が実施されてきたのだろうか。本節では就
                                                   























場合もある ( 一瀬 , 2007)。その傾向は、特に診断名を持たないが、何らかの発達的ニーズ


































究では就学をはじめとする移行には多くの変数が関与しているという前提(Pianta & Cox, 













づけることができる (Rous, Hallam, Harbin, McCormick, & Jung, 2005)。②支援の、病理





た能力や豊かさである「ストレングス ; strength( 長所 ) 」や「プレファレンス ;  
reference( 選好・関心 ) 」、 あるいは潜在的な「リソース ; resource( 地域資源 ) 」の存在
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など (Leal, 1999) 、「対人」への処遇を扱う分野で欠かせない肯定的事象にも目を向ける
















「なぜ」生じているのかを説明することに適したケース・スタディ ; 事例研究 ( 杉村 , 
2005) の手法を用いる。なおケース・スタディには複数のアプローチが存在し、その導入




論検証に適した研究手法として、本研究では Yin(1984) のアプローチを採用する。 
事例の分析に当たっては、赤塚ら (2009)、 Rous ら (2007)、真鍋 (2011b) から分析枠組
みを設定した。就学支援の時期区分については、就学前 ( 年長 4 月前後から年長時 2 月 ) 、
就学直前 ( 年長時 3 月・就学後 4 月 ) 、就学後 ( 就学後 4 月以降 ) の３つを設けた。分析
の視点については、就学支援の目的に関わる「子どもと保護者の心的状態や参加・適応の


























支援の必要性が高いと推測される第 1 子を対象とすることの二つを選定基準とした。 











 対象児はダウン症児(B児 ) であり、生活年齢 6 歳時点での精神年齢はおよそ 2 歳半であ
り軽中度の知的障害を有していた。家族は父・母ならびにきょうだい児１名であった。 B
児が通っていた園は私立保育園で、２名の保育者が担当していた。最終的な就学先は、通
                                                   

















提供 ( 随時 ) 、小学校見学ならびに校長等との面談 (8月 ) 、小学校側の保育所見学と保育
所・Mでの三者懇談 (2月 ) などの就学支援のための活動が展開された。 
4 月上旬の B児単独の入学式練習後に、保護者・小学校・保育所・Mで、約 1 時間か
けて引き継ぎ・情報交換が行われた。また 4 月下旬と 7 月には保護者を除いた 3 者で、
10 月には再度保護者を含めた 4 者にて、 B児の新しい小学校生活への適応に向けた協議
を行った。当初、 B児が登校時に泣き出してしまうこともあり、保護者も支援者側も学校
                                                   
4  保育所にて指定されていた、所外あるいは所内の連携や調整等を担う職員のこと。  

































 本事例では、発達の遅れを伴わない幼児の通常学級への就学事例を通して、第 4 章と同
様に生態学的視点に基づく就学支援の実践上の特徴と課題を明らかにする。対象児は認知
面のアンバランスさ5 や対人関係面に困難が認められた幼児であった(C児 ) 。家族は父・
                                                   





母ならびにきょうだい児 1 名であった。 C児が通っていた園は公立保育園であり、クラス




や支援者が検討した内容・活動のうち主要な事項を図 2 に示す。 







状況から、 3 歳から就学に至るまで近隣市の T児童デイサービス・大学相談室・医療セン
ター間で、連携や確認を行いながら、フォローが行われていた。 
このころMは、先のB児の事例の結果から、当事者ならびに支援者の声を表面化させ思
いを共有し、就学支援に向けたチーム作りを行おうとして、年度当初 4 月から 7 月にかけ
て保護者を交えた連携会を開催しようとした。ところが、保護者が不安定な状況のまま保
護者を交えた連携を行うことで、開催される連携会の融通が利かず、結果さらに保護者が
       図 2  C 児に関する就学ならびに就学支援の状況のまとめ 
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傷つくなどの不利益を被る可能性について、 T児童デイサービス ( 近隣市 ) や大学相談室
より指摘を受ける。この指摘から、本事例の就学支援にあたっては可能な限り、電話やメ
ール、直接連携を通して情報把握と、それぞれの解釈を確認することに努めた。 






 C児に関する引継ぎについては、就学直前の 3 月に保護者・保育所・小学校・大学相談
室での連携会が開催された。この連携会にあたっては、過去 3 年近くに渡って、 C児また




















第 6章 知的障害を有する自閉症児に関する就学支援のコンサルテーション ( 研究3) 








対象児は知的障害を伴う自閉症児 (D 児 ) であった。家族は父ならびに母、D児の 3 人
であった。D児が通っていた園は公立幼稚園であり、担任教諭以外にD児に専属の加配教


















     図 3  D 児の就学前の水平的・垂直的移行の様態変化に関する経過図 














































ス ( 長所 ) 」や「リスク ( 弱み ) 」について協議を行った。その結果、「ストレングス」
として「学校区内の関係かつ管理職同士での意思疎通が取れること ( 幼稚園園長 ) 」、
「リスク」として「就学にあたり保護者が頼りにしている L児童デイサービスとの連携が
全く取れないこと ( クラス担任 ) 」「保護者が Lを ( 学校よりも ) 細かい指導をしてくれ
る ( 小学校はそうでない ) という認識があること ( クラス担任 ) 」が指摘された。 
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